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研究要旨 

 

 2012 年以来、外国人労働者数が急増しており、2018 年末には日本に在住する外国人は 273 万人を越

えた。とりわけ東南アジア・南アジアなどの多様な国から来日し就業する若者の人口増加が著しい。

既に外国人男性の HIV 報告数の増加が顕著となっており、日本語の不自由な外国人に HIV 抗体検査を

円滑に提供する環境整備がますます重要となっている。現状では、日本語以外の言語に対応して無料

匿名検査を提供している施設は極めて限られており、日本語が不自由な外国人の受検率は低くとどま

っている。   

当研究班は、外国人の抗体検査受検を支援する目的で４つの取組を行い多言語対応を支援する方策

について検討を行った。まず、抗体検査の説明を多言語で提供する方策として、先行研究で開発した

「HIV 抗体検査多言語支援ツール（以下支援ツール）」を 10 施設の検査担当者に試用を求めその評価

をまとめた。さらにこれをもとに保健所での活用を実施しやすくするための改良を行った。次に研究

班が実施した結核と HIV に対応した医療通訳研修の参加者を保健所の求めに応じて派遣を行い、結

核・HIV 領域での実際の稼働状況の調査を行った。結核の分野の通訳派遣は、2016 年度 68 件から 2018

年度 83 件と微増であったが、HIV については、新たに育成された言語での通訳が 2016 年 0 件から、

2018 年 11 件と増加した。 

近年増加している日本語学校生に対して通訳を確保した受検環境を整えることの効果を見るため

に、日本語学校生の多数を占める言語（中国語、ベトナム語、ネパール語）の通訳を保健所に提供す

る検査を試行した。この結果、3回の検査事業に 10 人の対象言語の受検者があり一定の効果が認めら

れた。更に多言語での HIV の基本情報や検査施設の情報を提供するために、NPO 等と共同して啓発資材

の多言語化に取り組んだ。抗体検査の言語対応を告知する体制は一定の進展を見ることができたが、

多言語対応をしている検査施設が限られており、説明資材や告知時の通訳派遣などを通じて汎用性の

ある多言語対応策を今後検討することが望まれる。 

Ａ．研究目的 

 日本に在住する外国人人口はリーマンショッ

クと東日本大震災を受けていったん減少傾向と

なったが 2012 年より再び増加に転じている。特

に近年の増加が著しく、その主要な要因として技

能実習生や留学生などの資格で滞在し労働を担
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う若者の増加がある。1990 年代の外国人の増加が

南米出身の日系人や特定のアジアの国の出身者

が中心であったことと異なり、アジアの多様な国

の出身者の人口が増加している 1)。 

 

図１. 国籍別 HIV・AIDSの動向 

 
厚生労働省エイズ動向委員会 2017年報告より 

 

 こうした中で結核患者に占める外国人の割合

が 2.2%(1999 年)から 9.1％(2017 年)と急増して

いる 2)。また、エイズ動向委員会によれば、近年、

同性間の性的な接触による感染を中心に外国人

男性の HIV 陽性報告も急増しており、検査相談体

制の整備が急務である。 

従来、日本で報告される外国人結核患者の出身

国と外国人HIV陽性者の出身国は大きく異なる傾

向があったが、近年、両者に類似性が認められる

傾向にある。 

「外国人におけるエイズ予防指針の実効性を高

めるための方策に関する研究」班が 2013 年に行

った「外国人の HIV 受療状況と診療体制に関する

調査」でも、日本で HIV 陽性で拠点病院を受診し

た外国人の国籍が多様化していることが示され

ており 3) 同研究班が 2014 年に実施した「エイズ

拠点病院を受診した外国人の初診時CD4に影響を

与える要因の調査」では、初診時の CD4 が低値で

あることと相関する要因として、日本語も英語も

不自由であることがあげられている 4)。更に、日

本語が流暢な人の割合が少ないアフリカや欧米

などの出身者は、保健所などの検査施設を利用し

ている割合が低い傾向にあることも示された。こ

れらの知見から、今後の外国人の HIV 対策には言

語の多様性に対応をすることが重要であり、特に

検査施設の多言語対応が急務であることが示唆

された 5)。 

当研究班では、外国人の保健所・検査施設へ利

用を促進することを目的に、資材の開発と具体的

対応策の検討を行った。 

 

Ｂ．研究方法 

1)多言語支援ツールの開発 

多言語資材の開発と実用性を探ることを目的に

「外国人におけるエイズ予防指針の実効性を高

めるための方策に関する研究」班が 2015 年度に

作成した「HIV 抗体検査多言語対応支援ツール」

（以下「支援ツール」とする）の評価と改訂を行

った。2017 年 2 月より支援ツールをインストール

したタブレット端末を 10 台用意し保健所・検査

施設等への貸出しを開始した。 

感染症対策の行政職を対象とした研修会や研

究班主催のセミナー等の機会を活用し、支援ツー

ルについて広報を実施。この結果、12の保健所・

検査施設から支援ツールの試用の申し込みがあ

り、貸出しを行った。貸出しに際して自記式質問

票調査を実施し、視認性・場面の切替え・説明の

十分さ・内容の的確さ・説明の解りやすさ・役立

ち度について選択式の回答を求めた。更に自由回

答欄を設けツールの改変の要望を集めた。2018 年

3 月 10 日までに 10 施設から回答がありこれを集

計した。 

この回答を元に、改善点を妥当性・汎用性・実

現可能性等を考慮し取捨選択し内容の大幅な改

訂を行った。また、言語の対応を 5言語から 10 言

語に拡大した。 

2) 結核・HIV通訳研修参加者の稼働状況調査 

これまで地域の保健所や医療機関に対して訓

練を受けた通訳の派遣実績があるＮＰＯや国際

交流協会などのスタッフを対象に結核と HIV  

についての知識と対応力を向上するための研修

を 2016 年度から 2018 年度にかけて 6 回実施し

た。この研修のカリキュラムや、研修効果の評価

については「HIV及び結核のための多言語通訳の

育成とその普及に関する検討」として別途報告を



 24

行う。研修には５つの県で医療分野の通訳派遣を

行っている 5 つの団体から、12 言語 110 人の通

訳者の参加があった。この研修に登録通訳を派遣

した団体に対して、その後の通訳者の結核・HIV

領域の稼働状況を調査した。 

それぞれの団体の言語ごとの登録通訳数・結核

と HIV 領域の通訳派遣数とその変遷、派遣場面

の種類などについての質問票調査を行った。 

 更に、HIV通訳の派遣実績のあった団体には聞

き取り調査を行い言語の内訳などについて尋ね

た。 

3) 日本語学校生向け通訳付き検査の試行 

本年度、当研究班では都心部での外国生まれの

若者の急増に最も影響している日本語学校生の

うち人数が多い上位３か国である中国、ベトナム、

ネパールの学生に対して母国語で作成したビデ

オ教材を利用して受検勧奨を行い受検意志等の

変化を見る介入調査を行った。この調査と連動し、

日本語学校生にとって利便性の良い地域の保健

所の協力を得て、３か国語に対応した HIV 検査

の機会の提供を期間限定で行った。検査の機会は、

2019 年１月から２月にかけて２週間ごとに３回

提供した。2018年 12月末より日本語学校を通じ

た学生への情報提供を中心に行い初回の検査に

臨んだ。２回目、３回目の検査に際しては、日本

語学校生などの若者が主に活用している SNS 上

でベトナム語とネパール語での情報拡散を加え

た。 

4)多言語での啓発資材作成の支援 

  ぷれいす東京、akta、HIVマップ、Not Alone 

Caféなどの NPO・プロジェクトと連携し日本語

の不自由なゲイ・バイセクシャル男性にターゲッ

トを当てた啓発資材の作成支援を行った。 

 

（倫理面への配慮） 

HIV・結核領域の通訳派遣に関する通訳者や通

訳派遣団体への調査にあたっては、通訳利用者の

個人情報に触れるような質問は排除して行った。 

 

 

Ｃ．研究結果 

１）多言語支援ツールの開発 

回答を寄せた 10 施設の担当者の職種は、保健師 7

人、医師 2人、検査技師 1人であった。全員が HIV

陽性者への告知の経験があり、うち 3人は外国人

の HIV 陽性者への告知経験があった。 

支援ツールへの感想は表１に示すようにほぼ

良好であり、表２に示すように判断が示された 8

人中 3 人がこのままでも、4 人が改良があれば使

用をしたいという回答であった。 

 

表１．支援ツールへの感想 

 と て
も 
良い 

良い 普通 悪
い 
と て
も 
悪い 

視認性 0 5 4 1 0 
切替え 1 8 0 1 0 
十分さ 0 7 1 2 0 
的確さ 4 4 1 1 0 
解り易さ 0 8 2 0 0 
役立ち度 6 4 0 0 0 

 

 

表２．今後検査事業に導入してみたいか 

 

このままでも利用したい   3 

改善があれば利用したい   4 

利用するつもりはない    1 

判断できない、わからない  2 

 

 

 自由回答欄を含めて寄せられた改善の要望中

では、「文字を大きくして欲しい(5 人)」「文字を

拡大表示できるように(2 人)」など視認性の改善

に関するものが最も多かった。また、多忙な検査

施設からは、このままの仕様で一人一人の受検者

に保健師がすべてを説明をする時間をとること

は不可能であり、必要な項目だけ飛べるようにす

るか、受検者自身にみてもらう仕様にするなどの

工夫が必要との指摘があった。 

内容の十分さについては、STI、結核、近隣の拠

点病院、Q&A など多様な要望があった。 
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また、それぞれの検査施設での説明との整合性

にかかわる様々な要望が寄せられた。 

役立ち度については「受検の説明にたり得る。」

「受検者に感謝された」など肯定的な回答がよせ

られ、全回答が「とても良い」もしくは「良い」

であった。また、言語の対応を増やしてほしいと

の要望もあった。 

これらの調査結果を基に改善すべき内容につ

いての検討を行った。改善点の決定には、寄せら

れた要望を尊重しつつも、実用性、他の機能との

整合性、検査施設間の検査方法の違いへの対応の

実現性などを含めて総合的に判断し取捨選択を

行った。この結果、以下の改良を実施した。 

a. HTML4 から HTML5 に言語を変更し文字のサイ

ズを可変とするとともにデスクトップＰＣか

らスマートフォンまでさまざまな端末に対応

できるようにした。 

b. プレカウンセリング、告知など説明場面ごと

に分割して別の入り口を設定した。 

c. QR コードを用意し受検者のデバイスにも表示

可能とした。 

d. 視認性改善のために背景色を変え、デザイン

を若い男性の使用を前提としたものに変更し

た。 

この方法によって、保健師やカウンセラーが説

明しながら見せる方法ではなく、受検者自身が必

要な説明内容を自分のスマートフォンを利用し

て読むことができるようにした。そして多数の受

検者に対応する多忙な検査会場でも利用が可能

な形になった。 

また、検査前に確認するべき「感染機会から検査

までの期間」「アルコール(エタノール消毒薬)に

対するアレルギーの有無」「受検意志の確認」等に

ついて、受検者の選んだ回答が最後の画面にまと

めて表示されるようにした。この結果、効率的に

受検者の状況を把握できるようになった。今回の

調査では開発に時間がかかり、試用して評価を求

める機会を設けることはできなかった。 

 なお、この間人口が増加しているベトナム、ネ

パール、フィリピン、インドネシア、ミャンマー

の 5 ヶ国語を追加し全部で 10 言語での対応とし

た。 

結核・STI・Q&A などコンテンツを膨らます要望

については、有用性はあると判断したが、10言語

で同じ内容を用意するには時間が足りないため

今回は含めないこととした。検査推奨期間や

Window Period の説明などは、できるだけ多くの

施設で利用できる表現に変更したが、対応できて

いはい施設には、別のバージョンを作成してCDで

の提供をするなど今後の対応を検討することと

した。 

 

２) 結核 HIV通訳研修参加者の稼働状況調査  

 研修に参加した通訳者の対応する言語と人数

の内訳を表 3に示す。 

 

表 3．研修参加者：担当言語毎の人数 

担当言語 人数 担当言語 人数 
英語 32 スペイン語   11 
中国語 35 ポルトガル

語 
  5 

ネパール語   7 韓国語   2  
ロシア語    3 タイ語   2  
フィリピン     1 ミャンマー

語 
  1 

ベトナム語   4  ｲﾝﾄﾞﾈｼｱ語   1 

 

なお、これまで英語・スペイン語・ポルトガル語・

タイ語の通訳については過去の研究事業やエイ

ズ予防財団、ＮＰＯなどの連携で多数の通訳者の

養成が行われていたのに対して、近年保健所から

ＨＩＶ分野の通訳派遣要請が急増している中国

語と、結核分野の通訳派遣依頼が増えているベト

ナム語・ネパール語についてはロールプレイを伴

う実地訓練の機会も設け重点的な育成を行った。 

これらの通訳者のうち、実際に結核・HIV分野

の通訳として派遣が行われた件数は表 4の通りで

ある。 

HIV 領域で派遣された通訳者についてその言

語の分布を調査したところ、中国語 11人、ロシ

ア語 1人、ネパール語 1人であった。 
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表 4 通訳派遣実績の変遷 

                     

2016年度 結核 68回 ＨＩＶ関係  0回 

2017年度 結核  61回 ＨＩＶ関係 2回 

2018 年度 結核 83回 ＨＩＶ関係 11回 

                     

 

表 5 結核・HIV関連通訳の派遣目的 

2018年 2月～2019年 1月(重複事例あり) 

                       

通院中の結核患者のために病院へ派遣 61回 

入院中の結核患者のために病院へ派遣 23回 

結核患者のために保健所へ派遣     8回 

結核患者の自宅等へ保健師訪問する際   2回 

接触者健診のための通訳派遣      2回 

その他の結核患者への通訳派遣       0回 

HIV抗体検査を実施する際の通訳   1回  

HIV陰性を告知する際の通訳     1回 

HIV陽性を告知する際の通訳     6回 

病院に入院中のエイズ患者への通訳  1回 

外来治療中の HIV陽性者への通訳   0回 

その他の HIVに関わる通訳      4回              

                      

 

通訳が派遣された場面は、結核に関しては通院中

の患者に対する派遣が大半を占め、HIVについて

は、陽性告知の際の派遣が約半数を占めた。 

 

2) 日本語学校生に対応した通訳付き検査 

 3 言語対応の検査事業を利用した該当言語の受

検者数を表 6に示す。 

 

表 6 各言語の受検者数 

 第１回 第２回 第３回 
中国語 ３（２） １（１） １ 
ベトナム語 ０ ０ ３（３） 
ネパール語 ０ １（１） １（０） 

       

なお、受検者のうち日本語もしくは英語での通訳

を希望し対象言語での通訳利用を望まなかった

場合もあったため、実際に通訳を伴ったサービス

を受けた人数を（ ）内に示す。3言語の話者であ

る受検者の総数 10 人のうち 7 人が男性、3 人が

女性であった。対象３言語の通訳を希望し、これ

らの言語でのアンケートの回収ができた 7人のう

ち 5 人が 20 代と受検者は若者が中心であった。

また、6人が保健所における HIV検査を初めて受

けたと回答していた。日本語学校での啓発を中心

に広報していた第１回については、中国語の受検

者のみであり、いずれも保健所や自治体の広報を

見て受検した人であった。また、初回の検査では

ベトナム語・ネパール語の受検者はなかった。一

方で、SNSでの情報提供に力を入れた第 2回以降

では、ベトナム語、ネパール語での受検者がそれ

ぞれ 3人、2人得られた。 

日本語学校生からは数件電話での問い合わせが

あったが、いずれも学業とアルバイトのため時間

的余裕がなく、検査の実施時間に来場することが

難しく受検には至らなかった。 

4) 多言語での啓発資材作成の支援 

 主としてゲイ・バイセクシュアル男性をターゲ

ットとし、日本の HIV の流行状況や検査施設のア

クセスなどについて紹介する啓発パンフ「OK 

Tokyo」を NPO やボランティアと共同のプロジェ

クトである Not Alone Caféが作成することを支

援し Web （http://oktokyo.jp/）で公開した。 

 また、HIV についての基礎情報や相談施設の情

報などを多言語でまとめた Web Site H.POT

（http://hiv-map.net/h.pot/）を HIV マップ事

業が作成する際の支援を行った。両者ともに中国

語、英語、スペイン語、ポルトガル語、ベトナム

語、タイ語、ネパール語、フィリピン語、韓国語、

日本語の１０か国語で作成された。 

 

Ｄ．考察 

 日本におけるHIV陽性報告の中で外国人が20％

以上を占める状況は 1990 年代から長らく続いて

きた。しかし、2013 年に行われた全国自治体の施

策に関する調査では、自治体独自もしくは NPO 等

への委託によって外国語に対応した検査事業を

行っている自治体は 14％に過ぎず、「特段の対応
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をしていない」自治体（42.1％）や「言葉の分か

る家族や知人同伴での検査の実施」を対応策とし

て挙げている自治体（32.2％）が大半を占めてい

た 6）。その後も外国語に対応する検査施設数に大

きな変動は見られず、急増する外国人の検査ニー

ズに対応ができていない状況である。 

 今回、急増する日本語学校生に対する受検勧奨

の効果を調査する一環で日本語学校生の出身国

の上位３か国の言語で通訳体制を整えて検査を

試行した。結果は、3 言語 10 人の受検者があり、

通訳体制があれば受検の促進に役立つ可能性が

高いことが示された。 

 一方で外国語に対応した検査は現状では一部

の自治体の検査事業に受検者が集中する傾向が

あり、より多くの保健所で外国人の対応ができる

方策の開発が求められる。多言語での対応を支援

する目的で先行研究班が作成した「支援ツール」

については、検査担当者の評価は比較的良好であ

った。しかし、説明が詳細であることから多忙な

施設での利用においては不便なところがあり、改

変を要した。 

 従来のものを 10 言語に対応するとともに、受

検者自身が自分のスマートフォンで説明が読め

るような形に改変をしたバージョンでの提供を

行うこととなった。 

 今回改定した支援ツールは、外国語通訳が不在

の検査施設でもプレカウンセリングから採血ま

で、もしくは迅速検査及び陰性結果の告知までを

対応し、陽性告知の場合に通訳をつけるようにす

るという形で一般の施設でも言葉の不自由な外

国人の対応ができるようにすることを目指して

いる。支援ツールのコンセプトは、プレカウンセ

リングと陰性告知ではツールによる簡便な説明

とする代わりに陽性告知時に的確な説明ができ

るようにすることである。陽性告知時に十分訓練

された通訳が確保できるようにすることが必要

であり、同時に追求しなければならない重要な課

題である。 

これまで英語・スペイン語・ポルトガル語・タ

イ語ではHIV分野を対応する通訳が多数育成され

ていたが、近年陽性者が増えてきた中国語や他の

アジア言語のHIVに対応した通訳は育成が大きく

遅れている。今回、保健所からの依頼を受けて研

修修了者の中から 13 件の通訳派遣が実施できた

ことは一つの成果である。しかしながら育成され

た通訳の言語・地域には偏りがあり全国的な通訳

供給体制の確保にはまだ課題が多い。一方、今回

多数の通訳者が地方でも結核の対応で派遣され

ていることが分かり、今後結核と HIV の通訳を連

結して育成することの有効性を補強する知見と

なった。 

Ｅ．結論 

 今後アジアなどの新興国出身の若い外国人労

働者が増えることが予測される中でHIV抗体検査

を多言語対応していくことの必要性が高まって

いる。現場で普及しやすく実現性の高い方法につ

いて吟味し、早急な支援体制の構築が望まれる。 
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